




-本稿は， Ronald Harry Coase， "The Nature of Costs，" in David Solomons (edよStudies
in Cost Analysis， London: Sweet and Maxwell， 1968 (The second edition of Studies in 
Costing， 1952)の翻訳である。これは会計士向けに書かれた連載 (RonaldHarry Coase， 
“Business Organization and the Accountant，" The Accountant， London， October 
1-December 17， 1938) の短縮版であり，全 12 回のうち 4~7 回目と 9 回目の内容の一部
を抜粋したものが，最小限の加筆によって整序されている。
-題目の“TheNature of Costs"は，同著者による「企業の本質J(“The Nature of the Firm，" 
Economica， New Series， Vol. 4， No. 16， pp.386-405， 1937. Reprinted in The Firm， the 

































(1) この論文は，元々 ， 1938年10月1日から 12月17日まで，ロンドンの TheAccountant誌に「ピ































































































受取額....・H ・…H ・H ・.・H ・H ・H ・..・H ・.・H ・-…H ・H ・. 300 
労働，電力などに対する支払額…....・H ・...・H ・.. 150 









原材料の販売からの受取額・……...・ H ・.・ H ・.・ H ・. 170 
原材料に対する支払額……...・ H ・.・ H ・.・ H ・..・ H ・. 100 















































































































産出量 限界費用 限界受取額 限界純受取額
(トン) £ £ £ 
197 100 250 150 
198 140 250 110 
199 160 250 90 





197 80 250 
198 100 250 
199 140 250 
200 180 250 
23 







子率が1年につき 5パーセントであると仮定するならば，使用者費用はこれらの場合. 111~ に
つき 5パーセントで 10年間の場合のf:50とf:90の現在価値である。 1年目の費用と受取制の
状況は，使用を通じた減価または使用者費用を含めて再び提示されてもよかろう。
1年目の費用と受取額
il出量 限界費用 使用者費用 総限界費用 限界受取額
(トン) (使用者費用を除く)
£ £ £ £ 
197 80 31 III 250 
198 100 54 154 250 
199 140 68 208 250 












































(10) W. W. Bigg， Cost Accounts (1932)， pp.84-85. IiJ織の点は Wheldon，Cost Accounting and Cos. 



























(11) エドワー ズ氏は， Iもし原価計算の将来が主に限界的な変動の統計的吟味にあるならば，それが
複式簿記の枠組みに適合されうるか否かは疑わしいかもしれないjと述べている(“TheRationale 
of Cost Accounting，" in Some Modern Business Problems， edited by Prof. Sir Arnold Plant and 
published by Longmans Green & Co. Ltd. London. 1937)。
(12) この見解は，メイ氏 (GeorgeO. May)によって彼の論文“Improvementsin Financial Accounts-1，" 












































































































1000 674 113 
1100 799 125 
1200 946 147 




















100 50 50 
200 146 96 
300 256 110 
400 400 144 
500 560 160 
600 760 200 
700 935 175 
800 1075 140 
900 1175 100 
1000 1255 80 
1100 1375 120 
1200 1550 175 
1300 1800 250 
1400 2100 300 
1500 2300 200 
1600 2420 120 
1700 2560 140 






でこの量を 100トンロットあたりf:150の価格で購入すると， f: 1，050の費用がかかるであろう。
したがって，その事業にとっては， 400トンではなく1，100トンを生産する方が採算がとれる。
しかしながら， もし1，100トンではなく 1，700トンが生産されると，回避可能費用の総計は£
1，185だけ捕えるであろう。公開市場で600トンを購入するにはf:900の費用がかかるであろう。
言及した 3つの産出世のうち， 1，100トンを生産することが最も採算がとれるであろうという
ことになる。
示唆されるかもしれないのは，その事業にとっては平均費用が最小になる産出世を生産する
ことが望ましいであろうということである。しかしながら，もし公開市場で追加単位の産出物
31 
を購入することの費用が，これらの単位をその事業の自社の鉱山から生産することの費用より
も大きければ，平均費用に何が起ころうとも，生産の拡張は採算がとれるであろうということ
は明らかであるように思われる。
強調に値するのは，限界費用の概念は産出量に関連する意思決定が考慮されている場合にの
み採用されうるけれども，回避可能費用の観念は普遍的に適用できるということである。
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